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新自由主義と21世紀における｢社会的なるもの｣

－グローバル化時代の資本の論理と労働の論理―

はじめに

　冷戦体制解体以降の十数年間に進んだグローバリゼーションには目覚しいものがある。この経済と社会の交流のグローバル化の荒波と呼応しつつ、いやそれを一方的に促進するものとして、新自由主義の潮流がいたるところで勢力を拡大している。新自由主義は世界的連帯を構築しているかに見える。

経済のグローバル化は、商品の生産と流通、資本取引における国際的ネットワークがますます緊密になる現象である。もちろんそれは15世紀･16世紀の地理上の発見以来の近代の資本主義的市場経済の発展とともに、時間とともに加速度を持って進化拡大してきたものである。しかし、その近代資本主義の世界的発達は資本主義的帝国主義の怪物を生み出した。その帰結が二つの世界大戦であった。

その後、世界は東西対立の冷戦体制となった。米ソを対立軸とする冷たい戦争は、半世紀近くに及んだ。その冷戦下の平和が総力戦体制を維持したソ連東欧諸国の内部にも平和的変革の基盤を広く作り出した。それは、平和の半世紀近くがソ連東欧地域にもたらした西側諸国の自由と民主主義の浸透過程でもあった。それによって1989年以降のソ連・東欧圏の政治的壁の崩壊がもたらされ、中国が市場経済化に大転換できた。これらによって戦時･擬似戦時的な統制的政治経済システムの壁は掘り崩され、グローバル化が世界的に一挙に飛躍的に進んだ。とりわけこの十数年は情報通信技術（いわゆるIT技術）の革命的発達によって国境を越えた商品･資本の取引は、その国際ネットワークの緊密化、｢グローバル化された経済
｣を推し進めた。

しかし、現在の新自由主義は何をもたらすか。

19世紀のいわゆる自由主義時代の資本主義がその世界的発達の結果として生み落としたのは、19世紀末以降の帝国主義列強であり、植民地・経済権益の拡大と世界制覇を巡る戦争であった。それでは、ソ連東欧の国家所有・官僚支配・統制経済システムに勝利した西側諸国の自由主義、冷戦体制後のこの十数年の新しい自由主義(ネオリベラリズム)は、何を生み出してきたのか？

冷戦体制解体後の世界的事件が、バルカン地域の民族紛争であり、各地における同様の民族紛争であり、また、湾岸戦争と今回のイラク戦争という二つの戦争であることはいうまでもない。そこで掲げられる｢自由｣とは、何の自由か。

「自由」の主導者･推進者の問題関心と利害によって、自由の概念内容、自由の範囲は多様である。現在の｢新自由主義｣の内実、その利害関心の特殊性を確認しつつ、これに対抗しようとする構想について、この覚書では、自由主義の唱道者･新自由主義の思想的代表者ハイエクの母国オーストリアの労働組合が出版した『新自由主義への対案―21世紀における｢社会的なもの｣―』
を手がかりにしながら、問題の所在を検討して見よう。ここでの確認はなんら新しいことの主張ではなく、ドイツ・オーストリアの労働運動の新自由主義理解の確認を行うに過ぎない。

1． ネオリベラリズム(新自由主義)とはだれのためのものか?

　  70年代以降、ミルトン･フリードマンやフリードリヒ・アウグスト･フォン･ハイエクのような経済学者－両者ともノーベル経済学賞を受賞したが―によって理論的に準備され練り上げられたネオリベラリズムは、80年代にアメリカ大統領ロナルド･レーガンやイギリスのマーガレット・サッチャーによって政治的に推進された
。ここで問題とするネオリベラリズムは、80年代からの政治的一大潮流として、冷戦解体を促しその解体の帰結を打ち固めようとする一大潮流となった。それは、経済的思考においても経済政策的行動においても、西側工業諸国で支配的な潮流となっている
。ソ連東欧で中央集権的政治経済体制を打破しようとした人々の自由と民主主義を求める潮流が、高度に発達した資本主義国である西側諸国のネオ・リベラリズムとリンクした。元チェコ首相クラウス（Vaclav Klaus）の伝説化している言説をその例示としてみれば、彼は、計画経済の代わりにすみやかに純粋な市場経済を『なんの形容詞もなしで』樹立しようとしたが、その場合、彼の消し去ろうとしたのは｢社会的｣という言葉であった。｢社会的｣な概念は徹頭徹尾、拒否された
。

しかし、先進工業国の経済的自由主義に対応できない世界諸地域(｢社会的｣、｢社会主義的｣な中央集権的統制経済下におかれていなかった諸地域)、｢社会的｣、｢社会主義的｣脅威がなくなった世界の諸地域では、この間に米英の新自由主義の潮流こそが自分達の生活を脅かし破壊する脅威の一大潮流として、反感や憎悪の対象となっている。ビン･ラディンの言説、ビン･ラディンをかくまっていたタリバンの思想に示されるように、それが世界各地における暴力的原理主義やテロリズムの一つの刺激剤となっている。WTOの会議に対する抗議行動も新自由主義に抗する一つの現象である
。

中央集権的統制経済システムとしてのソ連東欧における社会主義と西側諸国におけるケインズ主義･福祉国家を串刺しにする理論としての新自由主義は、別の表現では市場原理主義、市場急進主義(Marktradikalismus)であり、「市場の絶対化」である。90年代に勝利の美酒に酔い、ソ連東欧の非民主主義的体制を打破した自由主義勢力を糾合していっそう勢いを得た世界の新自由主義の潮流は、それにまだ十分に対応できない世界の伝統的な諸地域の経済生活･経済システムをも串刺しにすることになった。そして、かつては反ソ・反社会主義で同盟したビン･ラディンのような勢力と対決するに至った、というところであろう。

新自由主義の思想建造物の核にあるのは、「市場」であり｢市場の諸力｣である。新自由主義の確信によれば、国家はたんに貨幣量の正しい成長のみを配慮すればいいのであり、それ以外に関しては経済に関与すべきではなかった。経済生活への介入は、工業政策･構造政策から所得政策にいたるまで、拒絶され、経済主体としての国家は非効率的なものとして呪詛の対象となる
。

しかし、国家的な介入や政治的介入によって「混乱させられる」ことのない、可能なかぎり無制限な市場諸力の展開こそが経済の最良の形態であるという信念は、けっして新しいものではない。19世紀のマンチェスター自由主義やレッセフェール資本主義が、20世紀の60年代以降
、現代的に染色されたマネタリズムやネオリベラリズムの装いで優勢になったのである。市場が唯一正当な規制のメカニズムだと宣言される。自己を規制する市場という理念、その恩恵は例えば団体協約といった規制的な約束ごとによって阻害されるだけだという見地は、経済的自由主義の固定資産になっている
。こうした文脈では、国家･政治の中心的任務、法的なまた社会的エコロギー的な枠組みを構築する任務は、意図的に視野の外に置かれ、場合によっては拒否される。そこで喧伝される｢非政治化｣は、利潤極大化を容易にするための枠組みを打ち立てることを意味する。市場の自由な機能こそは、すべての市場参加者に、もちろん労働者にも、可能な最大限の福祉を保障する、と主張される
。

新自由主義の主要なスローガンは、｢自由競争｣、「競争能力」、｢私有化｣、「民営化」、｢自由化｣、「規制緩和」、「国家の後退」、｢資本･財産の税負担の軽減｣、「財政支出の削減」、「社会的システムの『再検討』」などである。新自由主義のレトリックは、官僚的統制や強制からの自由や解放を求める普通の人々の気持ちをたくみにつかんだ用語であふれている。｢柔軟化｣(Flexibisierung)、「規制緩和」（Deregulierung）、｢経済立地の確保｣(Sicherung des Wirtschaftsstandortes)といった諸概念である。新自由主義の宣伝戦略の主導的概念は「競争」である。国家も企業と同じように経営学（経営科学）的なガイドラインで指導されるべきであり、たとえば国際的なコンツェルンの投資を国内に引き入れるためには、諸国家がお互いに競争するべきであるということになる。諸国家は、｢グローバル化にフィット｣するようにされなければならない。国家にも、つねに競争能力を鍛える努力をしなければならない競争依存的企業と同じことが求められる。ネオリベラリズムにおいては政治家も経営者のイメージで登場する。そうした政治家は効率性と有能性のオーラを発散し、それが選挙人に共鳴盤を見いだす
。

新自由主義が矛先を向けている攻撃対象は明らかである。

高い社会的水準、強い労働組合、労働法の保護諸規定などが、国家と企業の競争能力を｢阻害している｣というのである。投資家が最も有利な立地を優先するものとすれば、｢お得意さん・資本｣（Kunde Kapital）にふさわしいように取り入らなければならない、と。ネオリベラリズムにおける競争の強調、国際競争下での｢ナショナルな競争能力構築｣の掛け声は、これまで西側諸国で積み上げられた社会的な標準やエコロジー的な標準の空洞化に資するもの、その促進のためのものである
。いきつくところ、競争はすべての職場をめぐるものとなり、すべての従属的就業者が「自己の労働力の企業家」(Unternehmer/in der eigenen Arbeitskraft)として、他の人、「このかつかつの財産である『労働』の他の所有者と競争する」ことになる。労働者相互間に競争を強制すること、これが新自由主義の一つの帰結である。｢労働は高すぎる｣、「だから諸工業国の高い失業率は驚くにあたらない」という嘆きが声高になる。その帰結が、労働コストをしかるべく引き下げるようにとの要求となるのは、驚くにあたらない。そうした論理的組み立ては、世論のなかにナショナリズムや排外主義を刺激することにつながってくる。「オーストリアやドイツの仕事場は、たとえばウクライナや中国の労働者との競争によって脅かされている」と。これは古くからの排外主義の宣伝、｢外国人がわれわれから仕事場を奪っている｣という物語のバリエーションの一つである
。

新自由主義の政治的レトリックは、新自由主義の政治が具体化しても何もいいことが期待できない人々にも相当広汎に同意の気分を引き起こしている。｢流動性｣(Mobilität)、「柔軟性」(Flexibilität)「危険負担の用意」(Risikobereitschaft)といった諸概念が非常にポジティヴに語られる。「地球村」(globales Dorf)の「流動的で柔軟な」住民のみが、グローバルな諸市場で成功することができる、と。そうした主張の裏面にあるのは何か。それは、職業、雇い主、仕事場を進んで替えるようにとの要求であり、期限付きの労働関係に同意するように求めることである。人々には、｢古い安全性の思考｣に別れを告げることが薦められる。つまりは、工業諸国民の大きな社会的獲得物、生存の危機に対する広汎な保障が、時代遅れと弾劾されているのである。そこでは、｢流動性｣、｢柔軟性｣などは、弱者切捨ての論理を正当化するものとなる。すなわち、市場の法則はつねに｢強者の法則｣である。もしも、分配政策が市場によって行われるならば、社会的公正は、経済的に貫徹力のあるものの経済的利害によって非常に急速に犠牲に供される。「市場の清潔さ」(Sauberkeit des Marktes)は、｢有能なもの｣にすべてのチャンスを切り開くことになる
。

  しかし、90年代は、資本移動の自由さが世界経済の危機をもたらすものであることも実証した。日本のバブルも、80年代半ばからの自由主義陣営の勝利に酔った投機熱の結果であり、その付けが十数年にわたって日本経済の重石となっている。97年のアジア、ロシア、ブラジルにおける危機、そして90年代初頭にヨーロッパ諸国の諸通貨を屈服させた為替投機は、国家機能、あるいは諸国家の連帯による対抗的機能の必要性を改めて認識させる物であり、そうした危機を踏まえてヨーロッパの通貨統合はむしろ前進した。諸国家の自由な通貨金融政策ではなく、ヨーロッパ連合に結集した諸国が合同で設立する中央銀行とその統一的な金融政策、それを保障する諸国家の財政政策への統一的な基準(財政赤字3％以内の原則)などは、まさに広域での規制を樹立するものであった。資本移動の徹底的な自由化が、そのマイナス効果を示すことによって、逆に、一段階高度になったヨーロッパ規模での規制を必然化させたとみなければならないだろう。

こうした新自由主義の跋扈が引き起こした危機を見据えながら、それへの対決・対応としてあらたに｢社会的なるもの｣の再構築が模索されているのである。ヨーロッパ諸国では、｢社会的ヨーロッパ｣の構築を求める社会民主主義勢力が勢いを盛り返すのも、こうした流れの中においてである
。少なくともヨーロッパ連合の諸国ではそうした｢社会的なるもの｣の連帯も更新されているというべきであろう。

　ドイツ金属労組のある代表（Klaus Zwickel, der Vorsitzender der IG-Metall）は次のように言う。市場急進主義と規制緩和の道を阻止するのは、単に労働組合の課題であるだけではなく、全社会の課題である、と。なぜなら、それは世界規模で労働、生活、環境の諸条件を悪化させ、終局的には社会の結合、内的外的な平和、そして政治的民主主義を危険に曝すからであり破壊するからである、と。彼によれば、労働組合は新自由主義が描く排除的競争(Verdrängungswettbewerb)という像は展望のないものとみなしている。むしろそれに代わるものとして、「革新的な発展的競争という理想像（das Leitbild des innovativen Entwicklungswettbewerbs）」を提起する。それは、生産工程と生産の革新によって、また社会的建設(sozialer Aufbau)とエコロジー的構造改革(ökologischer Umbau) によって新しい市場を開拓することを目指すものである
。それが21世紀初頭の現在の世界でどこまで原理となり、実行されているか、これが問題となる。

　少なくとも、ヨーロッパ諸国では、新自由主義の支配を抑止しようとする社会民主主義勢力が多くの国で政権を握っている。しかし、わが国では、民営化推進は小泉内閣の政策であり、その新自由主義的小泉改革は、自民党内の力関係で進んではいない。野党の民主党がむしろ新自由主義的な民営化推進政策をとっている。複雑な利害関係･勢力状況と政治状況で、バブル崩壊の重石でむしろ国家･政府の財政赤字は増え続け、｢財政破綻｣は進行している。
　健全な財政改革、「革新的な発展的競争」を促す政策は、いまだにわが国では現実的な政策とはなっていないかに見える。その主体的推進勢力がいない、ということであろう。

２．新自由主義の現実的根拠は何か？　

シュールマイスター
は、科学や政治における新自由主義的な（マネタリズムの）思考の進撃、金融諸市場のグローバル化、そして最近25年に見られた世界経済のもっとも深刻な混乱状態の間にはどのような関連があるだろうか、と問題提起する。もっと具体的には、70年代の二度にわたる石油危機、1982年の開発途上国における債務危機、97年の東アジアとロシアにおける金融危機の発生史を貫いている赤い糸があるのか、と
。

それに対するシュールマイスターの答え･主要テーゼは、別に奇異なものや独創的なものではなく、むしろよく指摘されていることであり、「これらの混乱状態の共通の原因は、固定的な為替相場や利子率の放棄、金融派生商品による投機の容易化など、貨幣制度の枠組みの諸変化だ」というものである。すなわち、70年代以降、企業家の利潤追求努力が、財の市場における生産・投資･革新･商業から金融市場における短期的志向の投機に重点が移動してしまったからだ。この発展は、イデオロギーのレベルでは、新自由主義の影響力の増大によって推進された。それは、｢政治のシステム｣を｢市場のシステム｣に有利なように編制換えしようとするものであった、と
。

  しかし、こうした見方はすでに貨幣的金融的現象にとらわれた見方であり、マネタリズムの視野と同じ地平になるといわなければならない。それは、貨幣的金融的現象の背後にある世界の生産構造、財とサービスの生産における大きな変化、生産と労働における根底的な変化、世界の再生産構造の全体的変化を直視しないものである。

戦後の繁栄の局面と危機の局面に世界経済の枠組み
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